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序　　序　　序　　序　　序　　     文文文文文

　インドネシア農水産業統計技術改善計画は、平成６年６月２日に署名された討議議事録（Ｒ／Ｄ）

に基づき、インドネシア農業省農業データセンター（ＣＡＤ）の統計業務改善と統計情報の充実

を図ることを目的として、平成６年10月１日から５年間の予定で技術協力が行われてきました。

　プロジェクト協力期間の終了を２カ月後に控え、国際協力事業団は平成11年７月18日から同31

日までの14日間、農林水産省経済局統計情報部企画部調整課課長 平戸 壽夫氏を団長とする終

了時評価調査団を現地に派遣しました。同調査団はインドネシア側評価調査団と合同で、プロ

ジェクトの活動実績などについて総合的な評価を行うとともに、今後の対応策などについて協議

し、その結果を合同評価報告書に取りまとめて、署名のうえ、両国の関係機関に提出しました。

　本プロジェクトは平成10年10月の運営指導調査の際、インドネシアの経済悪化などに緊急対応

するため、米の生産量を正確に把握する「米生産量推進モデルプログラム」の構築など協力内容

の拡充と、協力期間の２年間延長が合意されていました。したがって、本調査団は評価調査とあ

わせ、フォローアップ協力実施のための討議議事録（Ｒ／Ｄ)、暫定実施計画（ＴＳＩ）などの

署名・交換など、必要な措置を講じました。

　本報告書は、同終了時評価調査団の調査および協議の結果を取りまとめたものであり、今後広

く関係者に活用されて、日本およびインドネシア両国の親善と国際協力の推進に寄与することを

願うものです。

　最後に、本調査の実施にあたり、ご協力いただいたインドネシア政府関係機関およびわが国の

関係各位に厚く御礼申し上げるとともに、当事業団の業務に対して、今後ともいっそうの御支援

をお願いする次第です。

平成11年８月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
理事理事理事理事理事　後藤　洋　後藤　洋　後藤　洋　後藤　洋　後藤　洋
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　インドネシアの農業部門は、国内総生産の約２割、就業人口の約５割を占めていることから、

同国経済における産業としての重要性はもとより、雇用の確保・調整部門としても重要な位置づ

けにある。

　このため、農業部門の開発に関する計画や政策の企画・展開が適切に行われていくことは非常

に重要であり、そのためには、農業の実態を正確に反映する統計情報の整備が必要不可欠となっ

ている。

　インドネシア農業省は、1990年に農業データセンター（Center of Agricultural Data：ＣＡＤ）

を設立し、それまで省内で分散して行われていた統計調査について、調整機能の強化による業務

改善を図ってきた。しかしながら、必要とされるデータの項目に対して調査票が実態に沿ってい

ないこと、実際の統計業務を担当する職員の技能の問題があることなどから、調査結果の正確

性、信頼性および迅速性において十分とは言い難い状況にあり、農業政策立案のための課題と

なっていた。

　このような状況下、インドネシア政府は、①統計手法・通信の改善、②人的資源開発・機器整

備による活動能力の改善、③専門家からの知識・技能の移転、を目的として、 1993年３月、｢農

業統計情報管理システム開発計画」に関するプロジェクト方式技術協力をわが国に要請してき

た。

　これを受けて国際協力事業団（ＪＩＣＡ）は、数度にわたる調査を実施したうえで、1994年10

月から５カ年の予定で、プロジェクト方式技術協力による「農水産業統計技術改善計画」を実施

してきた。このたびは、1999年９月の本協力期間の終了を目前に控え、本件協力の成果、効果な

どについて評価を行うため、終了時評価調査を実施する。なお、本調査は日本・インドネシア両

国の評価調査団による合同評価調査とする。

　本終了時評価調査は、５カ年の協力実績（見込みを含む）について、討議議事録（Record of

Discussions：Ｒ／Ｄ）および暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：ＴＳＩ）

に基づき総合的に評価を行うとともに、協力期間終了後においてとるべき対応策について協議

し、その結果などについて両国政府関係機関に報告・提言することを目的とする。

　具体的には、日本・インドネシア双方の調査団員からなる合同評価調査団を構成し、プロジェ

クトの当初計画、投入実績、活動実績、プロジェクトの実施による成果・効果、管理運営体制な

どについて客観的な評価を行う。

　なお、1998年10月の運営指導調査時に締結されたメモランダムにより、｢米生産量推計モデ
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ル」を構築するため、協力内容を拡充することおよび協力期間を２年間延長することが合意され

ている。今回の終了時評価調査結果に基づいて、本合意に伴う必要な措置を講じることとする。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

(１) 日本側評価調査団の構成

平戸　壽夫 総括／食用作物統計 農林水産省経済局統計情報部企画調整課課長

小田　賢一 水産統計 農林水産省経済局統計情報部構造統計課

水産統計室推算企画係長

柿崎　亮一 集計技術／研修 農林水産省経済局統計情報部情報システム課

課長補佐

平形　和世 協力評価 農林水産省経済局国際部技術協力課

プロジェクト企画係長

小林　　茂 評価分析 システム科学コンサルタンツ（株）

水産・環境部

野添　剛司 計画評価 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

(２) インドネシア側評価調査団の構成

Dr. Achmad Suryana 総　括 Director,Bureau of Planning,Secretariate

General, MOA

Ir. Harisno,MM 農業統計 Head of Administrative Division, CAD,

MOA

Ir. Syarifuddin Musa,MSc 食用作物統計 Director,Directorate of Food Crops

Production,Directorate General of Food

Crops and Horticulture（DGFCH), MOA

Ir. Deden Sugiri Ellon 水産統計 Director,Directorate of

Anggakusuma Fisheries Production,Directorate General

of Fisheries（DGF), MOA

Mr. S.Happy Hardjo,M. Ec 統　計 Head of Statistical Design

Division,Bureau of Statistical

Methodology,Central Bureau of

Statistics（CBS）
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

　期間：1999年７月18日（日)～７月31日（土）

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

月日

７月18日

19日

20日

21日

22日

23日

24日

25日

26日

27日

28日

29日

30日

31日

（曜日）

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(土)

(日)

(月)

(火)

(水)

(木)

(金)

(土)

日　　程

成田

ジャカルタ

ジャカルタ

ジャカルタ

ジャカルタ

ジャカルタ

スカブミ

バンドン

バンドン

ジョグジャカルタ

ジョグジャカルタ

スマラン

スマラン

ジャカルタ

ジャカルタ

ジャカルタ

ジャカルタ

ジャカルタ

成田

調　査　内　容

16：05　スカルノ・ハッタ空港着

18：00　専門家と打合せ

 9：00　中央統計局統計設計局長表敬訪問

10：00　ＪＩＣＡインドネシア事務所にて打合せ

11：30　在インドネシア日本大使館表敬訪問

13：00　農業省大臣官房計画局長表敬訪問

14：00　農業省水産総局計画局長表敬訪問

16：00　合同評価報告書（レポート）案検討

 9：00　第１回評価会議（Presentation）

19：00　インドネシア側主催夕食会

21：00　レポート案検討

10：00　農業省次官表敬訪問

11：00　第２回評価会議（レポート案提示）

 9：00　スカブミへ出発

11：30　スカブミ県事務所（食用作物）表敬

13：00　スカブミ県事務所（水産）表敬

13：00　バンドンへ出発（バス）

18：00　バンドン着

 8：00　西ジャワ州事務所（食用作物）表敬

 9：00　西ジャワ州事務所（水産）表敬

10：00  西ジャワ州事務所（Central Bureau of Statistics：ＣＢＳ)

　　　　表敬

13：00　ジョグジャカルタへ出発（バス）

23：30　ジョグジャカルタ着

団員・専門家間でレポート案検討

 9：00　スマランへ出発（バス）

16：00　スマラン着

19：00　インドネシア側とレポート案検討

 9：00　中部ジャワ州事務所（州政府）表敬

10：30　中部ジャワ州事務所（ＣＢＳ）表敬

14：05　ジャカルタへ出発（RI295）

15：00　ジャカルタ着

16：00　レポート案検討

 9：00　第３回評価会議

    　　フォローアップ協力討議議事録（Ｒ／Ｄ）検討会

 9：00　Ｒ／Ｄ最終整理（インドネシア側および日本側）

 9：00　合同評価報告書（レポート）署名・交換（双方評価団長）

 9：30　合同調整委員会（レポート説明、計画案説明）

12：15　レポートおよびＲ／Ｄ署名・交換（日本側団長・次官）

11：00　ＪＩＣＡインドネシア事務所報告

18：00　専門家と打合せ

23：40　スカルノ・ハッタ空港発（JL725）

８：40　成田着
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

＜インドネシア側＞

(１) インドネシア側評価調査団

Dr. Achmad Suryana 農業省大臣官房計画局長

Ir. Harisno, MM 農業データセンター総務部長

Ir. Syarifuddin Musa, MSc 食用作物園芸総局食用作物局長

Ir. Deden Sugiri Ellon Anggakusuma 水産総局水産局長

Mr. S.Happy Hardjo, M.Ec 中央統計局統計設計局長

(２) カウンターパートおよび関連機関

Ir. Nanan Sunandi, MSc 中央統計局水稲統計課長

Ir. M.A.Yulianto, MSc 評価レポート室長

Dr. A Syarifuddin Karama 農業省次官

Dr. Togar Alam Napitupulu 農業データセンター所長

Ms. Helena 同センター課長

Dr. T.Edward M,Napitupulu 食用作物園芸総局総局長

Ir. Hilma Maizir データ統計課長

Ir. Bambang Wahyudi, MSc 水産統計局データ統計課長

Ir. H.Ajhd Sudrajat スカブミ県食用作物部所長

Ir. Deden Sugandhi 水産部所長

Ir. Daddy Mulyas M.Are.Se 西ジャワ州食用作物農業部所長

Ir. Hj.Ida Noordijafi K 同部計画課長

Ir. Poppy Fasijn.A 同部係長

Drs. H.Djoko Santoso 水産部総務課長

Ir. H.Darsono 計画課長

Mohamad Asta 中央統計局西ジャワ所長

Ir. Sundjojohadi 中部ジャワ州食用作物農業部所長

Soedarno, MBA 中央統計局中部ジャワ州事務所生産統計課長

＜日本側＞

河内　幸男 在インドネシア日本大使館一等書記官

庵原　宏義 ＪＩＣＡインドネシア事務所所長

米田　一弘 ＪＩＣＡインドネシア事務所次長

吉成　安恵 ＪＩＣＡインドネシア事務所担当
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第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約

　本終了時評価調査団は1999年７月18日から同31日まで、インドネシアを訪問し、インドネシア

側評価調査団と合同で「インドネシア農水産業統計技術改善計画」に関する評価調査を行った。

その結果は合同評価報告書に取りまとめ、日本・インドネシア両国関係機関に提出した。

　本プロジェクトは期間中の1998年10月、インドネシアの経済悪化などに緊急に対応するため、

米生産量を正確に把握する「米生産量推計モデルプログラム」の構築を図ること、ならびにプロ

ジェクトのモデルサイトを従来の西ジャワ州内２県からジャワ島内３州に拡大すること、そのた

めに協力期間を２年間延長することが、運営指導調査団のメモランダムで合意されていた。こ

のため本調査団は、２年間のフォローアップ協力に必要な討議議事録（Ｒ／Ｄ)、暫定実施計画

(ＴＳＩ)、ミニッツ（Ｍ／Ｕ）の署名・交換もあわせ行った。

　終了時評価調査の主な内容は、以下のとおりである。

(１) 終了時評価は投入実績、活動実施状況、成果およびプロジェクト目標の達成状況の調査

による「計画達成度の把握」を行ったうえで、｢評価５項目」(目標達成度、効果、実施の

効率性、計画の妥当性、自立発展の見通し）による分析を行った。

(２) 食用作物統計については、西ジャワ州のモデルエリア２県で米の収穫面積統計手法が確

立された。1998年10月のメモランダムにより活動内容が変更されて以降は「米生産量推計

モデルプログラム」の構築に集中した活動が行われているが、作業は順調に進み、2001年

までにプロジェクト目標は達成される見込みである。

(３) 統計スタッフの充実については能力改善のための研修が延べ2531名に対して行われ、ト

レーナーとして登録された者が77名を数えるに至ったほか、データ収集方法の改善、デー

タ利用方法の改善など、技術協力の成果があがっている。また、実測調査を含む標本調査

法が導入されたことは、それまでの目測に頼っていたインドネシアの統計調査に大きなイ

ンパクトを与えた。

(４) 日本側の投入は、ほぼ当初計画どおり行われ、研修分野のインドネシア側負担が経済危

機により予算措置できなくなったときには日本側から迅速に手当てされるなど、適切かつ

効率的に実施されてきた。
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(５) 1998年10月のメモランダムに基づく活動内容の変更により、食用作物分野の二次作物統

計についてはパイロットテストを行った段階で活動を停止し、米以外のデータベース構築

活動も中断している。

(６) 一方、水産統計については、一連の試験に基づいて海面漁業、海水養殖、内水面漁業に

関する調査マニュアルが作成されるなど、計画された成果はほぼ達成されており、農業省

水産総局が全国水産統計改善計画の草案を作成していることから、５年間の協力期間を

もってプロジェクトを終了することが妥当と判断された。

(７) ｢米生産量推計モデルプログラム」構築にあたっては、農業省関連機関以外に中央統計局

(ＣＢＳ）がカウンターパートとして加わることとなり、フォローアップ協力ではプロジェ

クトの運営・管理にいっそう緊密な協力体制確立が求められる。
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第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯第３章　協力実施の経緯

３－１　プロジェクトの概要３－１　プロジェクトの概要３－１　プロジェクトの概要３－１　プロジェクトの概要３－１　プロジェクトの概要

(１) プロジェクト名称

　インドネシア農水産業統計技術改善計画

　(The Agricultural Statistics Technology Improvement and Training Project In the

Republic of Indonesia）

(２) 協力期間

　1994年10月１日～1999年９月30日

(３) プロジェクト・サイト

　ジャカルタ、スカブミ、セラン

(４) 相手方実施機関

　農業省農業データセンター

(５) 目標とされる効果

　農業データセンターの統計業務が改善されるとともに統計情報が充実する。

(６) 活動内容

１) 食用作物統計、水産統計

ａ) 企画手法、標本調査手法、統計分析手法の導入・改善

ｂ) 調査マニュアルの改善

ｃ) モデル地区におけるケーススタディの実施

２) 集計技術

ａ) 農業統計調査結果の集計技術の導入・改善

ｂ) 農業統計集計結果の利用方法の改善

ｃ) 利用方法改善のためのデータベース技術の導入

３) 研修

ａ) 研修計画、カリキュラムの改善
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ｂ) 研修教材の整備

ｃ) 研修の実施

(７) 他の経済技術協力との関係

　農業統計、水産統計、農業統計情報管理システム（個別専門家派遣1989～1994年）

３－２　調査団の派遣実績３－２　調査団の派遣実績３－２　調査団の派遣実績３－２　調査団の派遣実績３－２　調査団の派遣実績

　インドネシア政府からの要請を受け、日本側は各種調査団を派遣し、要請内容確認、プロジェ

クト基本計画にかかる詳細調査、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名、実施協議、詳細実施計画の策定

などを実施してきた。

　これまで派遣された調査団により協議、決定された事項の概要および協力実施プロセスに関す

る特記事項は以下のとおりである。

(１) 事前調査

　1993年８月、要請の背景・内容などの詳細を確認するため事前調査団を派遣し、インド

ネシア側関係機関との協議を実施して、プロジェクト方式技術協力実施の妥当性について

確認し、結果を団長レターとして取りまとめた。

　協力の対象として、食用作物統計、水産統計、集計技術、研修が適当であると判断し、

これを含めた日本側の協力基本計画を取りまとめた。また、協力を開始する前に確認すべ

き事項について調査するための長期調査員の派遣を決定した。

１) 調査期間

　1993年８月18日～８月28日（11日間）

２) 団員構成

川崎陽一郎 総括 農林水産省経済局統計情報部情報システム課課長

黒澤　正一 農業統計 農林水産省経済局統計情報部経営統計課係長

須賀原公泰 集計技術 農林水産省経済局統計情報部動態統計課課長補佐

正崎　雄三 技術協力 (元）国際協力事業団専門家

犬塚　昌良 業務調整 国際協力事業団農業開発協力部農業開発協力課
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(２) 長期調査員調査

　1994年１月、長期調査員を派遣し、事前調査団の調査結果により協力を開始する前に確

認すべき事項とされた前提条件の整備状況の確認、モデル地区の選定、カウンターパート

の選定などについて調査し、ミニッツに取りまとめるとともに、暫定実施計画を策定し

た。

１) 調査期間

　1994年１月18日～２月15日

２) 調査員構成

加藤　哲也 農業統計／ 農林水産省経済局統計情報部情報システム課係長

集計技術

正崎　雄三 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部特別嘱託

(３) 実施協議調査

　1994年５月、事前調査、長期調査で確認した前提条件の再確認および基本計画に関する

協議を実施し、インドネシア側の実施体制を確認のうえ、日本側調査団長・インドネシア

側監査総局長（農業省次官代行）との間で、プロジェクトにかかるＲ／Ｄ、暫定実施計画

(ＴＳＩ）などの署名・交換を行った。

１) 調査期間

　1994年５月26日～６月５日（11日間）

２) 団員構成

齋藤　紘一 団長／総括 農林水産省経済局統計情報部企画調整課課長

飯塚　康文 水産統計 農林水産省経済局統計情報部動態統計課水産統計室

課長補佐

今野　幸人 農業統計／ 農林水産省経済局統計情報部情報企画調整課係長

集計技術

大杉　健一 業務調整 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課
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(４) 計画打合せ調査

　1995年６月、計画打合せ調査団を派遣し、プロジェクト開始後の活動状況などを踏まえ

て、計画の一部修正と細部の詰めを行い、Ｒ／ＤのマスタープランおよびＴＳＩに基づ

く詳細実施計画の策定につきミニッツとして取りまとめ、調査団長と農業データセンター

(ＣＡＤ）所長との間で署名・交換を行った。

１) 調査期間

　1995年６月８日～６月21日（14日間）

２) 団員構成

谷口　敏彦 団長／総括 農林水産省統計情報部生産統計課課長

久保田英男 農水産業統計 農林水産省統計情報部動態統計課課長補佐

酒井　正裕 集計技術 農林水産省統計情報部企画調整課係長

大杉　健一 業務調整 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

(５) 巡回指導調査

　1997年７月、協力期間の折返し点に際し、プロジェクト活動のそれまでの実施状況およ

び以後の活動課題、調査時点での評価ならびに最終到達目標について協議を行い、プロ

ジェクトの進捗状況の把握と評価、問題点の指摘、必要な軌道修正などにより後半のプロ

ジェクト運営をより適切なものとするため、巡回指導調査団を派遣し、協議結果をミニッ

ツとして取りまとめ、署名・交換を行った。

１) 調査期間

　1997年７月６日～７月19日（14日間）

２) 団員構成：

新野　謙司 団長／総括 農林水産省統計情報部生産統計課課長

池田　龍起 食用作物統計 農林水産省統計情報部企画調整課国際統計室係長

権藤　純一 水産統計 農林水産省統計情報部水産統計室係長

西脇　　克 集計技術 農林水産省統計情報部情報システム課係長

小峰　賢哉 技術協力／ 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課

研修計画
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(６) 運営指導調査

　1997～1998年にかけての旱魃による米の大減産に伴い、大量の輸入が必要となったが、

正確な輸入量を確定するための生産統計が整備されていないため、インドネシア政府はそ

の整備方を緊急にわが国に要請してきた。

　数次の協議の結果、緊急対応が求められているインドネシアの食糧確保に向けた根本対

策として、当プロジェクトのこれまでの成果（米収穫面積統計手法の確立）および中央統

計局（ＣＢＳ）で所掌している単位面積当たりの収量の分野を取り込んだ「米生産量推計

モデル」を構築することとし、それにかかる分野の協力内容を拡充・強化するとともに２

年間の協力期間延長を行うこととした。

　以上の内容について、1998年10月、メモランダムに取りまとめ、インドネシア側と署

名・交換を行った。

１) 調査期間

　1998年10月18日～10月29日（12日間）

２) 団員構成

佐々木正明 総括 農林水産省統計情報部企画調整課国際統計室室長

鈴木　啓介 技術協力 国際協力事業団農業開発協力部農業技術協力課
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第４章　調査の方針第４章　調査の方針第４章　調査の方針第４章　調査の方針第４章　調査の方針

４－１　調査の方法４－１　調査の方法４－１　調査の方法４－１　調査の方法４－１　調査の方法

(１) 調査の手順

１) 日本・インドネシア双方の調査団による合同評価調査団を構成し、プロジェクトの当初

計画、投入実績、活動実績、プロジェクトの実施による成果および効果、管理運営体制な

どについて評価を行う。なお、インドネシア側調査団については、日本側調査団構成に準

じた構成とし、客観的評価ができるようカウンターパートなどのプロジェクト関係者は評

価チームには加わらず、専門家とともに評価チームの求めに応じて報告を行うものとす

る。

２) 専門家およびカウンターパートによる成果発表会および質疑応答ならびに現地調査を実

施し、より具体的な活動内容および実績の調査・評価に努める

３) これらの結果を合同評価報告書に取りまとめ、評価チームとして両国政府関係当局に提

言する。なお、合同評価報告書については英文で作成し、日本・インドネシア双方の調査

団長により署名・交換を行う。

(２) 評価の方法

　投入実績、活動実施状況および成果の達成状況のほか、以下に掲げる「評価５項目によ

る分析」の観点から評価調査を実施する。

１) 目標達成度

　プロジェクトの「成果」の達成度合い、およびそれが「プロジェクト目標」の達成にど

の程度結びついたかを調査する。

　｢目標達成度」では、プロジェクトチームの活動を通じて達成した「成果」が「プロジェ

クト目標」の達成につながっているかどうかを確認する。仮に、達成の度合いが思わしく

ない場合は、どこにその原因があるのか、活動内容、投入、外部条件、前提条件に立ち

戻って調査・検討する。

　・｢プロジェクト目標」はどの程度まで達成されたか。

　・｢成果」の達成は「プロジェクト目標」の達成につながっているか。

　・｢プロジェクト目標」の達成あるいは未達成の理由は何か。



－13－

２) 効果

　プロジェクトの実施により生じる直接的・間接的なプラス・マイナスの効果について調

査する。

　プラスの直接的効果は「プロジェクト目標」として計画の時点で設定しており、同様に

プラスの間接的効果についても「上位目標」としてすでに計画の時点で設定されているの

で、当初予期した直接的・間接的な「効果」についての調査・把握を行う。

　一方で予期していないプラスあるいはマイナスの効果があれば、ここで指摘し、プロ

ジェクトの因果関係を検討する。これらの評価結果は、プロジェクトレベルの効果、セク

ターレベルの効果、地域への波及効果などの側面からまとめる。

・プロジェクト実施による効果の内容

・効果の広がりと受益者の範囲

３) 実施の効率性

　プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握し、手段・方法・期

間・費用の適切度を調査する。

・｢成果」はどの程度達成されたか。

・技術移転内容の適性度は妥当なものであるか。

・達成された「成果」は「投入」の規模から妥当なものであるか。

・｢投入」の規模は質・量ともに適正であったか。

・｢投入」のタイミングは妥当であったか。

・｢成果」は計画された時間どおりに達成できたか。

・プロジェクト内容の計画と実績の格差は正当化できるものか。

・実施の効率性に貢献あるいは阻害した要因は何か。

４) 計画の妥当性

　評価時においてもプロジェクトの目標が有効であるかどうかを調査する。

　被援助国の開発政策や最終受益者のニーズに応えられているかどうか、また、応えるた

めの対策がとられたかなどについても分析を行う。

・設定された目標（上位目標、プロジェクト目標、成果）は現在でも被援助国の開発政

策に合致しているか。

・上位目標やプロジェクト目標は、現在の状況においても最終受益者のニーズに応えて

いるか。

・プロジェクト実施中にその計画内容に影響を及ぼすような社会・経済的変化があった
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か。また、実施機関はそれらの変化に対し、どのような対策をとったか。

・｢上位目標｣「プロジェクト目標｣「成果」および「投入」の相互関連性は妥当である

か。

５) 自立発展の見通し

　協力が終了した後、援助プログラムによってもたらされた成果や開発効果が持続的に拡

大再生産されているかどうかを把握し、あわせて実施機関の自立度を運営管理面、財務

面、技術面その他の諸側面から調査する。

(自立発展性については、事後評価の段階で検討することが適切であるが、今回終了時評

価の段階では、｢自立発展の見通し」として調査する。）

・実施機関には運営管理能力を十分に備えた人材が確保されているか。

・プロジェクトのめざした目標に対する政府のサポートは十分得られているか。

 （組織的自立発展の見通し）

・プロジェクトにおいて投入された施設、機材などを維持し、有効的に使うための経常

経費は確保されるか。

・財務基盤は安定しているか。(財務的自立発展の見通し）

・プロジェクトで実施された活動は、今後も継続して行われるか。

 （物的・技術的自立発展の見通し）

４－２　調査項目４－２　調査項目４－２　調査項目４－２　調査項目４－２　調査項目

　討議議事録（Ｒ／Ｄ）および暫定実施計画（ＴＳＩ）の記載項目に基づき、以下の内容につい

て調査、評価を行う。

　特に、巡回指導調査団により指摘・提言された事項については、その後の対応状況などを詳細

に調査・把握する。

　また、調査・評価結果については、日本・インドネシア合同評価調査団による合同調査報告書

として署名・交換を行うものと、日本側調査団の帰国後の調査報告書の２つに取りまとめること

とする。

(１) プロジェクトの当初計画

１) 上位計画との整合性

　案件制定時における上位計画（国家開発計画）や農業政策との関連性を把握するととも

に、変更があった場合は、調査時点でのプロジェクト目標との整合性を確認する。
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２) 当初計画の妥当性

　プロジェクト開始時に策定されたＲ／ＤおよびＴＳＩについて、これまでの到達状況か

ら目標や計画策定の妥当性を評価する。

(２) プロジェクトの投入

１) 日本側

　専門家派遣、研修員受入、機材供与、調査団派遣およびローカルコスト負担などについ

て、日本側の投入実績を整理し、計画との相違がある場合は、その理由、経緯を分析す

る。また、これらの投入内容、規模が適当であったかどうかについて評価するとともに、

帰国研修員の動向、機材の管理・利用状況の調査を行う。

２) インドネシア側

　土地、建物、施設、カウンターパートの配置、運営経費の負担などについて投入実績を

調査し、内容、規模が適切であったかどうか、評価する。

３) プロジェクト活動

　各分野について、実施協議調査団、計画打合せ調査団、巡回指導調査団派遣時にインド

ネシア側と合意したＴＳＩなどに定められている活動項目について、実施状況を調査し、

評価する。また、目標の達成に貢献した主要な要因、あるいは未達成となるに至った理

由、原因について調査・分析する。

４) プロジェクト実施の効果

　長期的視野に立ち、プロジェクト実施により目的とする農業省における統計業務の効果

的・効率的実施について、どのような効果が生じているのか、あるいは今後どのような効

果が期待できるかについて、波及効果も含めて考察する。

５) プロジェクトの管理運営体制

　プロジェクト運営組織の行政上の位置づけ、他の関係機関との関連性、当該地域農業開

発における役割、行政・財務能力などについて、協力期間終了後の自立発展の可能性を検

討する。

６) プロジェクト協力期間終了後の対応方針

　本プロジェクトの協力期間は1999年９月30日までであるが、1998年10月に締結したメモ
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ランダムに基づいて協力範囲を修正するとともに２年間のフォローアップを継続する方向

であるが、この範囲に基づいた今後の協力となるよう注意を払う。

７) その他

　本プロジェクト活動の全体を通して、日本・インドネシア双方に提言すべき点について

取りまとめるほか、今後の類似協力案件に対する教訓があれば取りまとめる。
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第５章　目標達成度第５章　目標達成度第５章　目標達成度第５章　目標達成度第５章　目標達成度

５－１　プロジェクト目標の達成状況５－１　プロジェクト目標の達成状況５－１　プロジェクト目標の達成状況５－１　プロジェクト目標の達成状況５－１　プロジェクト目標の達成状況

(１) プロジェクト目標／活動内容の推移

　討議議事録（Ｒ／Ｄ）に添付されたマスタープランによれば、本プロジェクトの目的は

｢農業省の農業データセンター（Center of Agricultural Data：ＣＡＤ）の農業統計業務

が改善されること」である。

　また、巡回指導調査時に合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）

に基づけば、上記目標の達成基準は「1999年までにＣＡＤが食用作物および水産にかかる

農業統計データの全国規模での改善計画を作成すること」である。モデルエリア（セラン

県、スカブミ県）での調査・試験をもとに既存統計技術を改善し、全国農業統計改善計画

を策定した時点で、ＣＡＤの農業統計業務が改善されたと判断する内容となっており、開

発した統計手法の普及および全国計画の実施に関してはプロジェクト期間以後にインドネ

シア側が実施することとなっている。

　1997～1998年のインドネシア経済の悪化および干ばつのためインドネシアの米の生産量

が減少し、インドネシア政府は多量の米を輸入する必要に迫られた。しかし、正確な米の

輸入量を確定するための精度の高い米生産量を把握する体制が構築されていないため、イ

ンドネシア政府は緊急的に日本政府に協力を依頼してきた。

　1998年10月、両政府間で本プロジェクトのこれまでの成果（米収穫面積統計手法の確

立）および農業省とは別の機関である中央統計局（Central Bureau of Statistics：ＣＢＳ）

で所掌している米の単収統計を取り込んだ「米生産量推計モデル」を構築することとし、

それにかかる分野の協力内容を拡充・強化するとともに２年間の協力期間の延長を行う旨

を記したメモランダムの署名・交換が行われた。これにより、食用作物は米に集中した活

動を行うこととなり、その達成基準の内容は変わらないものの、期限が2001年まで延長さ

れた。

(２) 目標達成状況

　上記の理由により、本調査では以下の視点で評価を実施した。

１) 食用作物統計

　メモランダム以前のモデルエリア２県で実施されていた活動に基づく目標達成状況を評

価する。また、メモランダム以後の活動に基づく「米生産量推計モデルプログラム」の今

次終了時評価時点における活動の進捗状況に対する評価を行う。

　なお、これ以後、メモランダム以前を「プロジェクト前期｣、以降を「プロジェクト後
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期」と記す。

２) 水産統計

　水産統計はメモランダムによる影響を受けておらず1999年９月に終了するため、Ｒ／Ｄ

に記されたプロジェクト目標に基づき終了時評価を行う。

　食用作物統計では、モデルエリア２県においてデータ収集方法およびデータ利用方法の

改善からなる米の収穫面積統計手法は確立した。また、｢米生産量推計モデルプログラム」

では既存の単位面積当たり収量調査方法の検討を行い、改善点に関する論議が行われてい

る。現在まで活動は順調に進んでおり、2001年までにはプロジェクト目標は達成される見

込みである。

　二次作物統計では、1998年にパイロットテストまでは実施したものの、メモランダムが

結ばれたため、その後の活動は停止している。

　一方、水産統計では予定していた活動をほぼ終了しており、残りの部分もプロジェクト

終了時までには完了する計画である。また、農業省水産総局（Directorate General of

Fisheries：ＤＧＦ）がプロジェクトの成果に基づき水産統計手法の全国改善計画の草案

を作成しており、本プロジェクトの目標はほぼ達成されたものと判断される。

(３) 目標達成／未達成の理由

　上述のとおり本プロジェクトの目標は「ＣＡＤの農業統計業務が改善されること」であ

る。しかしながら、インドネシアにおける農業統計活動は複数の機関により実施されてい

るのが現状である。現場における実際の統計データの収集を指導するのは食用作物統計

(収穫面積）では農業省食用作物園芸総局（Directorate General of Food Crops and

Horticulture：ＤＧＦＣＨ)、水産統計ではＤＧＦである。このため、ＣＡＤのみならず

ＤＧＦＣＨおよびＤＧＦもプロジェクトの対象に含めた包括的な活動を行った。

　また、既存の統計手法と改善された統計手法の精度の差を客観的な数値をもって実証し

たため、農業省もこれを全面的に認めている。本プロジェクトの一部が「米生産量推計モ

デルプログラム」として拡張されたことも、農業省が本プロジェクトの成果を高く評価し

ていたことが一因としてあげられる。
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５－２　成果の達成状況５－２　成果の達成状況５－２　成果の達成状況５－２　成果の達成状況５－２　成果の達成状況

(１) 本プロジェクトのマスタープランに記されたアウトプットは、以下のとおりである。

１) 食用作物統計、特に米・二次作物の収穫面積調査および水産統計の分野で、計画立案、

サンプリング調査、データ分析にかかる統計手法が改善される。

２) 統計データ利用方法が改善される。

３) 農業統計活動にかかるマニュアルが改善される。

４) 農業統計分野の職員研修のためのカリキュラムおよび教材が改善される。

５) 農業統計にかかる研修が改善される。

　ただし、この時点では「成果」と「活動」の整合性がとれておらず、活動項目は、①食

用作物統計、②水産統計、③データプロセッシング 、④研修となっていた。

(２) 1997年にプロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）手法にかかる短期専門家

が派遣され、Ｒ／Ｄに添付されたＰＤＭの見直しが行われた。修正されたＰＤＭは巡回指

導調査時にミニッツとともにインドネシア側と署名・交換が行われ、その改定が合意され

た。当該ＰＤＭでの「成果」は、以下のようになった。

１) 統計スタッフの能力が改善される。

２) 農業統計におけるデータ収集方法が改善される。

３) 農業統計におけるデータ利用方法が改善される。

４) ＣＡＤ、ＤＧＦＣＨ、ＤＧＦ、２モデルエリアおよび西ジャワ州オフィスでコンピュー

ターが活用される。

　本終了時評価調査では、1997年に作成されたＰＤＭの「成果」に基づき評価を実施し

た。

５－２－１　統計スタッフの能力の改善

(１) 目標達成状況

　当初目標ではプロジェクト期間中に180名のスタッフを研修することとなっていたが、

実際には延べ人数で2531名（複数の研修コースを受講したスタッフがいるため受講人数

に重複あり）が研修を受けている。また、トレーナーも77名が登録されており、これら

のトレーナーによる郡レベルでの研修も実施されている。これらの研修成果に加え、カ

ウンターパートをはじめとする中央政府の統計スタッフはオンザジョブ・トレーニング

を通じて必要な基礎知識を習得していることから、本成果は当初目標どおりに達成され

たものと判断される。
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(２) 前提条件の変化

　Ｒ／Ｄによれば、研修にかかる費用はプロジェクト開始当初は日本側が100％負担し、

その後毎年20％ずつ減少する計画となっていた。インドネシア政府には、この減少分を

毎年負担することが期待されていたが、1997年の経済危機によりコスト負担が不可能と

なった。ただし、研修費に関しては日本側の迅速な補填が得られたため、活動の支障と

はならなかった。

(３) 目標達成／未達成の理由

　統計調査は実際には各地域の調査員が実施するため、カウンターパートおよび中央政

府の統計スタッフの研修にとどまらず、モデルエリアの調査員の研修まで含めた、各段

階ごとの包括的な研修が実施された。このため、インドネシア側が重視するＴＯＴ構想

(Training of Trainers）に基づいた研修計画が策定され、プロジェクトにより研修さ

れた中央政府のスタッフが地方のスタッフを研修するシステムを構築した。これらのイ

ンドネシア側の体制を重視しつつ、各分野の専門家およびカウンターパートの協力の下

に研修計画を策定したことが、円滑な研修の実施と目標の達成につながったものと判断

される。

５－２－２　農業統計におけるデータ収集方法の改善

(１) 目標達成状況

　米の収穫面積統計に関しては、モデルエリアにおけるパイロットテストおよびファイ

ナルテストを通じてデータ収集方法が開発され、推定値およびエラーマージンが計算さ

れた。当該方法のエラーマージンは10％と少々大きかったものの、この値はサンプル数

を増やすか地域の農業特徴に基づく階層を設定することにより減少可能である。また、

既存のデータ収集方法ではモデルエリアにおいて収穫面積を約20％過大評価する可能性

があることが判明した。これらの結果から、インドネシア側は本プロジェクトで作成さ

れたデータ収集方法が既存のものより正確であると判断した。これにより、プロジェク

ト前期の米に関する当該項目の成果は達成されたものと判断する。今後は、モデルエリ

アの２県で開発されたこの方法をジャワ３州に拡大するための活動が行われることとな

る。

　1998年10月以降には、新たに米の単収統計に関する活動が加わった。現在までに既存

の単収統計方法が検証され、改善すべき点がインドネシア側と議論されている。今後は

長期専門家の派遣を待って、必要な活動が実施されることとなる。

　水産統計に関しては、一連の試験に基づき海面漁業、海水養殖、内水面漁業に関する
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調査マニュアルが作成された。内水面養殖はファイナルテストの結果をもとに一部改善

すべき点は残っているものの、ほぼ完了している。これより、水産統計のデータ収集方

法の改善も達成されたものと判断される。

　また、上記の各方法にかかるマニュアルも本およびビデオテープで作成された。

　以上より、本成果にかかる各分野における当初目標は達成されたものと判断される。

(２) 前提条件の変化

　すでに述べたとおり、1998年のメモランダムにより食用作物に関する活動の一部が変

更されている。これに伴い、米に関する活動に収穫面積統計に加えて単収統計が追加さ

れ、一方では二次作物に関する活動が停止された。

(３) 目標達成／未達成の理由

　米に関する活動は、メモランダムに従い内容の拡充とともに期間も2001年まで拡大さ

れたが、終了時評価調査時点における活動は、順調に推移している。

　また、二次作物に関してはメモランダム以降活動が停止されているが、利用する方法

論は米の調査と基本的に同じであることから、将来、インドネシア側が独力で活動を再

開することが期待される。

５－２－３　農業統計におけるデータ利用方法の改善

(１) 目標達成状況

　プロジェクト前期にモデルエリア２県における米および二次作物の収穫面積統計にか

かるソフトウェアおよび関連マニュアルが開発された。また、プロジェクト後期には西

ジャワ・中部ジャワ・東ジャワ各州用の米収穫面積統計にかかるソフトウェアが開発さ

れた。

　水産統計に関しては、中央・州・県レベルのデータ集計システムが作成された。県レ

ベルのシステムのフィールドテストはプロジェクト終了時までに完了する予定である。

また、内水面漁業に関するプログラムとマニュアルもプロジェクト終了時までに完了す

る予定である。

　このほかに、ＣＡＤに農業統計データベース（UNIX、WindowsおよびWebベース）が構

築され、各データベースで共有可能な形でデータが蓄積されている。

　以上より、米および水産統計分野に関しては本成果の当初目標は達成されたものと判

断される。
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(２) 前提条件の変化

　1998年のメモランダムに基づき、米に関する部分を除くデータベース構築活動が停止

している。

(３) 目標達成／未達成の理由

　プロジェクト当初はUNIXによるデータベースの構築を計画し、カウンターパートへの

研修を実施した。ＣＡＤ職員のコンピューター技術は全般的に高く、技術移転は円滑に

行われた。その後、Windowsの普及に伴い、カウンターパート自身の手でUNIXとデータ

互換のあるWindows版およびWebベースのデータベースが構築された。急速な技術開発が

行われるコンピューターの世界で、現状に合わせた技術開発を行ったことが本成果の目

標達成につながったものと考える。

５－２－４　ＣＡＤ、ＤＧＦＣＨ、ＤＧＦ、２モデルエリアおよび西ジャワ州オフィスでの

コンピューターの活用

(１) 目標達成状況

　現在の農業統計では、各県・州別にそれぞれの調査結果が手計算で集計されているた

め、作業に多大な時間を必要とするとともに作業ミスの発生する確率も高い。これらの

現状を改善するためには作業のコンピューター化が必要である。

　標記の各事務所に対しプロジェクト期間中に48台のコンピューターが導入され、ス

タッフもソフトウェアの使用方法を習得した。また、コンピューターの故障率も10％以

下に押えられている。これより、当該成果の目標は達成されたと判断される。

(２) 前提条件の変化

　メモランダムに基づき、モデルエリアが２県から西ジャワ・中部ジャワ・東ジャワの

各州に拡張された。これに伴い、中部・東ジャワ両州にもコンピューターを導入する必

要が発生した。

(３) 目標達成／未達成の理由

　導入機材の状況に関しては、インドネシア側の保守体制の整備が個々の機材の故障率

の低下につながる。本プロジェクトでは、ソフトウェアの故障に対してはＣＡＤの指導

のもとに各サイトのスタッフが対応し、機材の故障に関しては修理費は各事務所の予算

で対応するよう指導されている。このように各機関に管理責任を負わせることにより、

実質的な保守体制が構築されたものと判断される。
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５－３　インプット目標の達成状況５－３　インプット目標の達成状況５－３　インプット目標の達成状況５－３　インプット目標の達成状況５－３　インプット目標の達成状況

５－３－１　日本側投入実績

　プロジェクト終了時までの日本側投入実績（予定も含む）は以下のとおりである。

(１) 専門家派遣

１) 長期専門家派遣（10名）

　川崎陽一郎 チームリーダー 1994/10/5  ～ 1997/10/4

　正崎　雄三 業務調整 1994/10/5  ～ 1997/6/5

　黒澤　正一 食用作物統計 1994/10/5  ～ 1997/4/30

　飯塚　康文 水産統計 1994/10/5  ～ 1997/3/31

　上條　久明 集計技術 1994/10/5  ～ 1997/10/4

　鈴木　憲道 水産統計 1997/3/16  ～ 1999/9/30

　室井　常正 業務調整 1997/5/15  ～ 1999/9/30

　神宮司一誠 食用作物統計 1997/6/2   ～ 1999/9/30

　山崎　達夫 集計技術 1997/9/25  ～ 1999/9/30

　石井　琢磨 チームリーダー 1997/10/1  ～ 1999/9/30

２) 短期専門家派遣（31名）

［1994年度（２名)］

　原　　良一 作物統計 1995/2/13  ～ 1995/3/12

　三好　年幸 海面養殖 1995/2/13  ～ 1995/3/12

［1995年度（６名)］

　後藤　賢二 統計利用技術 1995/6/26  ～ 1995/7/22

　鈴木　　敬 海面養殖調査 1995/9/4   ～ 1995/10/1

　鈴木　　隆 食用作物面積調査設計 1995/9/27  ～ 1995/10/25

　山口　泰司 情報ネットワーク技術 1995/11/18 ～ 1996/1/16

　松尾　　栄 標本調査法 1995/12/6  ～ 1996/2/3

　神宮司一誠 標本調査設計 1995/12/6  ～ 1995/12/26

［1996年度（７名)］

　前野　泰光 面積調査実施指導 1996/7/10  ～ 1996/8/7

　平野　勝由 漁業動向分析 1996/8/5   ～ 1996/9/2
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　植村総一郎 データベースシステム 1996/9/3   ～1997/3/2

設計指導

　山北　隆裕 水産統計集計システム 1996/10/28 ～ 1996/12/26

　副島　栄造 研修機材操作 1996/11/17 ～ 1996/12/5

　亀田　　浩 面積統計分析 1996/11/21 ～ 1996/12/19

　鈴木　憲道 海面漁業実査指導 1996/11/21 ～ 1996/12/19

［1997年度（８名)］

　濱田真由美 ＰＣＭモニタリングシステム 1997/6/5   ～ 1997/6/19

　植村総一郎 データベースシステム設計 1997/7/29  ～ 1997/10/27

　石井　茂明 水産統計集計システム設計 1997/9/25  ～ 1998/3/25

　東口　光美 面積調査実査指導 1997/10/14 ～ 1997/11/13

　岩脇　信篤 内水面養殖調査設計 1997/11/1  ～ 1997/11/29

　清水　司郎 面積統計分析 1997/11/18 ～ 1997/12/17

　高階　康博 研修ビデオ作成 1997/12/10 ～ 1998/3/30

　下村　　努 情報ネットワーク技術 1997/3/15  ～ 1998/4/14

［1998年度（８名)］

　佐藤　　浩 面積統計実査指導 1998/7/4   ～ 1998/8/7

　花岡　義光 水産統計集計システム 1999/2/9   ～ 1999/3/13

　相澤　康志 水稲単収実査企画指導 1999/2/9   ～ 1999/3/13

　藤澤　友二 水稲単収実査企画指導 1999/2/9   ～ 1999/3/20

　大山　貴史 水稲単収実査企画指導 1999/2/9   ～ 1999/3/13

　根本　　浩 研修ビデオ作成指導 1999/2/9   ～ 1999/3/13

　岡田　尚美 ＰＣＭプロジェクト評価 1999/4/4   ～ 1999/4/17

　濱田真由美 ＰＣＭプロジェクト計画 1999/4/4   ～ 1999/4/17

(２) カウンターパート研修員受入

［1995年度（５名)］

　Dr. Ato Suprapto, MS Statistical Policy 1995/4/2     ～ 1995/4/13

　Ir. Dewa Ngakan Cakrabawa Statistical Information 1995/7/9     ～ 1995/9/21

System for Agriculture

　Ir. Hilma Maizir Food Crop Statistics 1995/8/20    ～ 1995/9/15
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　Drs. Suroto Adi, MSc Statistics Policy and 1995/8/20  ～ 1995/9/15

Food Crop Statistics

　Ir. Bambang Wahyudi, MSc Fishery Statistics 1995/9/24  ～ 1995/10/21

［1996年度（６名)］

　Ir. Firna Varina Statistical Information 1996/7/9   ～ 1996/9/21

System for Agriculture

　Ir. Sri Dyah Retnowati Fishery Statistics 1996/8/18  ～ 1996/9/14

　Ir. Kusnandar Food Crop Area Survey 1996/8/18  ～ 1996/9/14

　Ir. Muhammad Tassim Billah Data Processing 1996/7/14  ～ 1996/8/10

　Dr. Tjuk Eko H.B. Statistical Policy 1996/9/24  ～ 1996/10/9

　Drs. Muhammad Burhan Amin Unix Database System Design 1996/10/24 ～ 1997/3/23

［1997年度（４名)］

　Sri Indrastuti, BSc Fishery Statistics 1997/8/20  ～ 1997/9/19

　Ir. Gatut Sumbogodjati Statistical Analysis 1997/8/20  ～ 1997/9/19

　Dr. Togar Alam Napitupulu Statistical Policy 1997/11/4  ～ 1997/11/18

　Ir. Andi Arnida Unix Database System 1997/11/6  ～ 1998/3/28

［1998年度（６名)］

　Ir. Wieta Barkah Statistical Information 1998/7/7   ～ 1998/9/20

System for Agriculture

　Ir. Iwan Fortuna Malonda, Statistical Policy 1998/9/9   ～ 1998/10/2

　Mcom

　Ir. Retno Indah WBH Statistical Training 1998/9/1   ～ 1998/10/2

　Ir. Roch Windaningsih Fishery Statistics 1998/9/1   ～ 1998/10/1

　Ir. Nanan Sunandi, Mse Statistical Policy 1999/3/23  ～ 1999/4/6

　Dr. Choiril Maksum Statistical Policy 1999/3/23  ～ 1999/4/6
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［1999年度（４名)］

　Ir. Sumardjono, MSt Statistical Information 1999/7/5   ～ 1999/9/18

System for Agriculture

　Mr. Marcius Antonius Agricultural Statistics 1999/8/18  ～ 1999/9/16

　YULIANTO

　Mr. Fatra WIDJAJA Food Crop Statistics 1999/8/18  ～ 1999/9/16

　Ms. Poppu Farida ARYANI Food Crop Statistics 1999/8/18  ～ 1999/9/16

(３) 日本側ローカルコスト負担（機材供与費を含む）

　表５－１のとおりである。

表５－１　日本側ローカルコスト負担

単位：1,000円
費目 1994 1995 1996 1997 1998 1999 小計
一般現地業務費 3,700 7,000 6,000 4,900 6,296 4,224 32,120
中堅技術者研修費 4,000 6,000 4,490 2,260 14,600 31,350
技術交換費 1,930 1,857 1,291 5,078
啓蒙普及活動費 5,670 6,490 6,357 5,159 23,676
アジア経済危機対策費 1,810 6,927 8,737
機材費
　日本円購入分 496,889 10,479 3,150 5,781 1,833 518,132
　ルピア購入分（Rp 1,000） 0 213,415 0 32,200 0 246,615
　US$ 購入分（US$ 1,000） 0 216 244 236 310 1,007

５－３－２　インドネシア側投入実績

(１) プロジェクト予算

　表５－２のとおりである。

表５－２　インドネシア側プロジェクト予算

単位：1,000ルピア

1994/95 95/96 96/97 97/98 98/99 99/2000 Total
集計要員経費 3,000 5,000 5,000 5,000 19,000 37,000
管理費／支給品 3,000 5,000 10,000 10,000 25,000 53,000
旅費 5,000 15,000 20,000 15,000 25,000 80,000
研修費 5,000 15,000 25,000 10,000 116,000 171,000
車両管理費 2,000 　 10,000 　 　 12,000
合計 18,000 40,000 70,000 40,000 185,000 353,000

注：1999／2000年の予算は中央政府と州政府予算の合計値
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(２) 土地・建物および施設

　インドネシア政府はプロジェクト活動に必要な土地、建物および施設として、ＣＡＤ

内のプロジェクトオフィス、モデルサイト事務所などをプロジェクトに供与した。ま

た、1998年10月以降は、モデルサイトの拡張に伴い西ジャワ・中部ジャワ・東ジャワ各

州政府にプロジェクト事務所を設置した。

(３) 資機材の供給および更新

　評価調査時点では、1994年に供与したＬＣＤプロジェクターが破損し修理不能となっ

たため破棄されていたほかは資機材の管理状況はよい。供与機材には特別なメンテナン

スなどを必要とする機材は含まれておらず、維持・管理費も補填されている。
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第６章　案件の効果第６章　案件の効果第６章　案件の効果第６章　案件の効果第６章　案件の効果

６－１　効果の内容６－１　効果の内容６－１　効果の内容６－１　効果の内容６－１　効果の内容

(１) 技術的インパクト

　インドネシアでは食用作物の収穫面積統計は主に目測で行われていた。これに対し本プ

ロジェクトでは実測調査を含む標本調査法が導入された。この結果、目測による過大評価

と標本調査の正確性がインドネシア側に認識された。

　上記の実測調査では、巻尺を用いた単純な測量方法が用いられた。簡単かつ正確な本測

量方法は広くカウンターパートに受け入れられた。

　移転された技術を用いて、インドネシア側の独力によりインターネット、ＬＡＮなどを

含むデータ受送信機能が設立された。

(２) 制度的インパクト

　正確な統計システムを確立するためには関係機関のより緊密な協力が必要であることが

インドネシア側に認識された。農業省では、農業省と中央統計局（ＣＢＳ）との責任区分

を再定義するために農業省、ＣＢＳおよび大学からなる組織を結成している。

　また、組織改編により農業省内で統計を担当する統一機関を設ける必要性が認識されて

いる。

　中央政府と地方政府の間にもより緊密な関係が形成された。モデルエリアのある地方政

府はスタッフの研修、データ収集などの統計活動にかかる費用を措置するようになった。

(３) 社会・文化的インパクト

　農業省とＣＢＳの緊密な関係が形成されるに伴い、農地現場における統計実地調査も農

業省とＣＢＳの調査員の共同チームにより実施されるようになった。また、地元の農民も

これらの調査に積極的に協力している。これらの活動を通じて、農民が正確な農業統計に

対していっそう理解を深めることが期待される。

６－２　効果の広がりと受益者の範囲６－２　効果の広がりと受益者の範囲６－２　効果の広がりと受益者の範囲６－２　効果の広がりと受益者の範囲６－２　効果の広がりと受益者の範囲

(１) プロジェクトレベルのインパクト

　プロジェクト前期における正確な統計データ収集方法などの活動成果がインドネシア側

に認められた。その結果、インドネシア政府は米生産量推計モデルを構築するためにプロ

ジェクトの活動内容を拡充し、ＣＢＳを新たにカウンターパート機関とすることを決定し

た。
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(２) セクターレベルのインパクト

　本プロジェクトの活動成果として示された標本調査手法に基づくＤＧＦＣＨなどの統計

データを整備したが、その結果、農業省の下部機関である畜産局および農業関連産業局に

も同様の調査手法に基づく統計整備の必要性が認識され、その実施要望がなされている。

(３) 地域へのインパクト

　プロジェクト前期では食用作物分野の対象範囲は西ジャワ州のスカブミ県およびセラン

県の２県であった。しかしながら、1998年10月よりプロジェクト範囲はジャワ３州に拡張

された。これに伴い、プロジェクトの活動はジャワ島全土に拡大することが期待される。

　プロジェクトの結果に基づき、水産総局（ＤＧＦ）は水産統計の国家規模での改善計画

の草案を作成した。今後、本プロジェクトにより開発された統計システムが全国に普及さ

れることが期待される。

(４) マクロレベルのインパクト

　本プロジェクトの結果は1998年11月にＦＡＯにより実施されたアジア太平洋統計委員会

(ＡＰＣＡＳ）会議で報告されている。次回のＡＰＣＡＳ会議は2000年にインドネシアで開

催されることとなっており、本プロジェクトのさらなる成果が報告される予定である。こ

れらの報告は、同様に不正確な統計システムに悩む近隣諸国にインパクトを与えるものと

期待される。
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第７章　効率性第７章　効率性第７章　効率性第７章　効率性第７章　効率性

７－１　技術移転内容の適正度７－１　技術移転内容の適正度７－１　技術移転内容の適正度７－１　技術移転内容の適正度７－１　技術移転内容の適正度

(１) 日本側による投入の適正度

　｢５－３　インプット目標の達成状況」に記したとおり、日本側の投入は当初のスケ

ジュールどおり実施された。これらの投入は効率よく活用され、プロジェクト前期の活動

もほぼスケジュールどおり実施された。

　本プロジェクトでは研修費用の一部をインドネシア側が負担することとなっていたが、

経済危機により予算措置ができなくなった。これに対し日本側から必要な予算が迅速に措

置されたため、プロジェクト活動に大きな支障は起こさなかった。

　また、干ばつおよび経済危機に伴い、インドネシア政府が活動の一部拡張とプロジェク

ト期間の延長を要請した際にも、日本政府は迅速に調査団を派遣し、プロジェクトの変更

を行った。

(２) インドネシア側による投入の適正度

　農業データセンター（ＣＡＤ）内のプロジェクト事務所、スカブミ県およびセラン県の

モデルエリアをはじめとする、活動に必要な土地、建物はスケジュールどおりに投入され

た。また、カウンターパートもプロジェクト活動の拡張に伴い増員され、60名が投入され

た。

　上述のとおり、当初計画では研修費用はプロジェクト開始時には日本側が 100％負担

し、その後毎年20％ずつ減少することとなっていた。減少分はインドネシア側が負担する

こととなっていたが、経済危機により予算措置ができなくなった。

７－２　効率性に貢献／阻害した要因７－２　効率性に貢献／阻害した要因７－２　効率性に貢献／阻害した要因７－２　効率性に貢献／阻害した要因７－２　効率性に貢献／阻害した要因

　本プロジェクトで導入された標本調査方法は、すでに先進国において確立された統計手法であ

り、その導入方法も策定されている。本プロジェクトでは現地事情を考慮したうえで、この導入

方法に従い、投入および活動計画を定めている。このため、プロジェクトは全体的に効率的にデ

ザインされており、予算、機材、要員などの大半の投入は効率よく活用され、成果に結びつい

た。ただし、1998年10月のメモランダムに基づき活動内容が変更されたため、二次作物および

データベースなどの一部の活動が停止している。

　これら停止した活動に関しても、基礎的な部分はすでに技術移転は完了しており、また、統計

手法に関しては今後も「米生産量推計モデルプログラム」を通じて新たな技術がインドネシア側に

伝達される。これらをもとに、将来インドネシア側が停止した活動を再開することが期待される。
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第８章　計画の妥当性第８章　計画の妥当性第８章　計画の妥当性第８章　計画の妥当性第８章　計画の妥当性

８－１　協力開始時における計画の妥当性８－１　協力開始時における計画の妥当性８－１　協力開始時における計画の妥当性８－１　協力開始時における計画の妥当性８－１　協力開始時における計画の妥当性

　1990年、インドネシア政府は農業統計システムの調整を主目的とする機関として、農業データ

センター（ＣＡＤ）を農業省内に設立した。ＣＡＤの活動内容は、①統計方法の改善、②農業

データの収集・分析、③信頼性のあるデータベースシステムの構築 、④データ解析のためのソフ

トウェアの開発、⑤情報普及のためのデータネットワークの構築である。

　また、第６次国家開発計画（1994～1998年）においてインドネシア政府は正確な農業統計と農

業統計スタッフの能力開発の必要性を強調している。インドネシアでは農業部門はＧＤＰの20

％、就業人口の50％を占めており、その開発に関する計画や政策の策定のもととなる統計情報の

整備は非常に重要な位置づけにある。

　しかしながら、同国の農業部門は必要項目に対して調査方法が実態に沿っていないこと、実際

の統計業務を担当するスタッフの能力に問題があることなどから、調査結果の正確性、信頼性、

迅速性について十分とは言い難い状況にあり、農業政策立案のための課題となっていた。

　一方、水産統計では1970年代に確立された方法が用いられてきたが、漁法の多様化、養殖業の

発展に対する対応がなされておらず、適正な情報収集ができない状態にあった。また、1994年に

は国連海洋法条約が批准され、各国が自国内水域の水産資源管理に責任を負うこととなったた

め、信頼性のある水産統計の必要性はいっそう高まった。

　本プロジェクトの目的はＣＡＤの統計活動の改善であり、上位目標は農業省の統計活動を有効

的かつ効率的に実施することである。これらの目標は、上記の国家計画および関連政策に合致し

たものである。

　また、ＣＡＤは本プロジェクト実施後に以下の目的からなる農業統計開発・改善計画を策定し

ている。

・統計情報の収集・集計・利用方法の改善

・省庁間のコンピューターネットワークとソフトウェアの開発および統計、その他の情報の集

計・利用の促進

・統計スタッフの能力開発

　以上のインドネシアの国家開発計画およびその他の関連計画の内容より、本プロジェクトの目

標はインドネシアのニーズに合ったものと判断される。



－32－

８－２　評価時における当該案件に対するニーズの高さ８－２　評価時における当該案件に対するニーズの高さ８－２　評価時における当該案件に対するニーズの高さ８－２　評価時における当該案件に対するニーズの高さ８－２　評価時における当該案件に対するニーズの高さ

　第６次国家開発計画は1998年に終了したものの、その後、新たな国家開発計画は策定されてい

ない。しかしながら、上記の米の緊急輸入に対する問題などにより、インドネシア政府は依然と

して正確な農業統計の重要性と必要性を認識している。

　水産総局（ＤＧＦ）も本プロジェクトの成果をもとに作成された水産統計の全国的な改善計画

を実施する方針であり、本プロジェクトに対する同国のニーズは依然高いと判断される。
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第９章　自立発展の見通し第９章　自立発展の見通し第９章　自立発展の見通し第９章　自立発展の見通し第９章　自立発展の見通し

９－１　組織的自立発展の見通し９－１　組織的自立発展の見通し９－１　組織的自立発展の見通し９－１　組織的自立発展の見通し９－１　組織的自立発展の見通し

(１) 実施機関（プロジェクト運営組織）

　前述のとおり、本プロジェクトの食用作物にかかる部分は1998年10月のメモランダムに

より変更・拡張された。その結果、当該分野にかかる活動は「米生産量推計モデルプログ

ラム」として2001年まで継続されることとなった。

　本プログラムの実施体制は中央政府レベルと州政府レベルに大別される。中央政府レベ

ルでは農業データセンター（ＣＡＤ）が実施母体となり、米の生産面積統計を担当する食

用作物園芸総局（ＤＧＦＣＨ）と単収統計を担当する中央統計局（ＣＢＳ）が緊密な協力

体制をとりながら活動を行うこととなっている。また、モデルエリアとなる西ジャワ・中

部ジャワ・東ジャワ各州政府にもプロジェクト事務所が設置され、実際に統計調査を行う

調査員の研修などを行うこととなっている。

　水産統計に関しては、水産総局（ＤＧＦ）が全国水産統計改善計画の草案を作成してい

る。当該計画は2000～2005年にかけて実施予定であり、対象地域は以下の３段階に分けら

れている。

・第１ステージ：ジャワ島

・第２ステージ：スマトラ、カリマンタン、スラウェシ、バリ、西ヌサトゥンガ、東ヌ

サトゥンガ

・第３ステージ：マルク、イリアンジャヤ、東チムール

　当該計画はＤＧＦが実施機関となり、州政府と協力して実施することとなっているが、

現在は予算申請の段階にあり、詳細な実施計画の策定には至っていない。

(２) 管理運営体制

　インドネシア側のプロジェクトダイレクターは農業省次官が、プロジェクトマネー

ジャーはＣＡＤ所長が務めている。また、｢米生産量推計モデルプログラム」において実施

にかかるカウンターパートは中央レベルで26名（責任者・管理部門６名、生産面積統計部

門16名、単収統計部門４名)、州レベルで20名（生産面積統計部門11名、単収統計部門９

名）が配置されており、能力面での問題は特に認められらないうえ、引き続きプロジェク

トに従事することとなる。

　全国水産統計改善計画はＤＧＦが実施母体となるが、上述のとおり現在は予算申請の段

階にあり、詳細な実施体制は未確定の段階である。

　ただし、現在インドネシアは地方分権化への移行時期にあり、将来的にはＣＡＤをはじ
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めとする中央官庁が実施している業務の多くが地方政府へ移管されると予想される。終了

時評価調査時には移管業務内容や中央・地方の責任体制などは未確定であったが、本プロ

ジェクトで開発された食用作物・水産統計方法を全国レベルで普及させるためには、地方

分権化の流れに対しても十分な注意が必要である。

９－２　財務的自立発展の見通し９－２　財務的自立発展の見通し９－２　財務的自立発展の見通し９－２　財務的自立発展の見通し９－２　財務的自立発展の見通し

(１) 必要経費調達の見通し

　｢米生産量推計モデルプログラム」は、実質的には1998年10月より開始されているが、

経済危機のためインドネシア側は十分は予算措置ができないでいる。1999年度の本プロ

ジェクト予算としてＣＡＤは15億ルピアを計上したが、実際には５億ルピアが措置された

にすぎなかった。また、終了時評価調査時には2000年度の予算は未確定であった（10月に

予算申請の予定)。しかしながら、ＣＡＤはプロジェクト活動の円滑な実施のために必要な

予算の措置を確約した。

　水産統計に関しても、終了時評価調査時には2000年度の予算は未確定であった。しかし

ながら、インドネシア側は全国水産統計改善計画のほかにも開発した水産統計手法の研

修予算を計上しており、全国27州を対象とした1999／2000年の研修予算は8600万ルピア

（ＣＡＤ3000万ルピア、ＤＧＦ5600万ルピア）であった（1999年７月30日現在のレート、

１万ルピア＝167円)。ＤＧＦはこのほかに、本プロジェクトのモデルエリアが位置する西

ジャワ州23県への研修予算も2300万ルピア計上している。また、西ジャワ州はモデルエリ

アでのデータ収集に関する研修費用として州予算より750万ルピアを計上している。

(２) 公的補助およびその安定性の見通し

　上述のとおり、インドネシアでは地方分権化が進められており、現在中央政府が管轄し

ている業務の地方政府への移管に伴い、予算源も地方政府へ移管することとなる。した

がって、将来的には技術研修をはじめ統計活動にかかる費用の多くは各地方政府が予算を

措置することになると予想される。現時点では中央・地方政府の役割分担などは不明であ

り、本プロジェクトの財務的自立発展性を保つためには今後十分な注意を払う必要があ

る。

９－３　物的・技術的自立発展の見通し９－３　物的・技術的自立発展の見通し９－３　物的・技術的自立発展の見通し９－３　物的・技術的自立発展の見通し９－３　物的・技術的自立発展の見通し

(１) 移転技術の内容および技術レベルの適正度

　食用作物のデータ収集方法に導入された実測調査では、巻尺などの一般的な機材のみを

用いたできる限り簡単な手法を導入した。また、モデルエリア内の既存の調査員数で対応
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可能な作業内容となるようにデザインされている。

　データ集計に関しても、コンピューター化することにより、より正確かつ迅速に情報処

理が可能となるが、基本的には手計算でも実施可能なデザインとなっている。

　これらの技術はインドネシア側の現状を考慮して開発されたものであり、今後も実施可

能性の高い技術であると判断される。

　また、ＣＡＤスタッフはコンピューターに関する基礎知識を有しており、ＬＡＮやデー

タベースの構築に関しても十分対応可能であった。

(２) 技術の定着状況

　本プロジェクトに配属されたカウンターパートは60名で、そのほとんどは各組織に定着

している。｢米生産量推計モデルプログラム」に関係する分野のカウンターパートはそのま

まプログラムに参加し、その活動を維持することとなる。

　本プロジェクトではＴＯＴ（Training of Trainers）構想に基づき、研修当初に講師

の育成を行っている。その結果、77名の講師が登録されるに至った。また、プロジェクト

期間中に2531名（重複あり）が研修を受けており、今後も研修活動は継続していく予定で

ある。

　これらの状況より、本プロジェクトで開発された技術はインドネシア側に十分に定着し

ているものと判断される。

(３) 後継者の育成計画

　上述のとおり、ＴＯＴ構想に基づいた研修活動を行ったため、カウンターパートのなか

から講師も育成されており、後継者の育成体制は確立している。水産統計に関してはプロ

ジェクト終了後の研修予算（1999／2000年）も措置されている。
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第第第第第1010101010章　結論章　結論章　結論章　結論章　結論

1010101010－１　今後の協力のあり方－１　今後の協力のあり方－１　今後の協力のあり方－１　今後の協力のあり方－１　今後の協力のあり方

　本プロジェクトは1998年10月のメモランダムにより、食用作物に関する活動部分が変更されて

いる。メモランダム以降は活動内容は米に特化し、モデルエリアもジャワ３州に拡張されてい

る。これより、過去１年間の食用作物に関する活動内容は米の収穫面積統計および単収統計に集

約されており、終了時評価時点においては当初目標は達成したものと判断される。

　収穫面積統計に関しては、必要な技術は西ジャワ州のモデルエリア２県で確立されている。し

かし、ジャワ３州に拡張されたモデルエリアには当該技術が普及していないため、今後はその技

術を他のモデルエリアへ普及する活動が必要となる。

　一方、より正確な米の生産量を把握するために新たに追加された単収統計に関しては既存技術

の検証が終了しただけであり、新しい技術の確立にはさらなる協力が必要である。

　以上の観点より、本プロジェクトの成果を効率よく活用するためには、単収統計の技術確立と

普及および収穫面積統計の普及を継続して行う必要があると判断される。

　本プロジェクトでの作業の進捗状況を考慮すると、単収統計の技術改善も２年以内に実施可能

と想定される。拡張されたモデルエリアで生産面積統計技術の普及活動と合わせて試験を行え

ば、普及活動も並行して実施可能となり、効率的な作業が期待できる。

　なお、水産統計に関しては、計画された成果はほぼ達成されており、全国水産統計改善計画の

草案も作成されたことから、５年間のプロジェクト期間をもって終了することが妥当と判断され

る。

1010101010－２　教訓と提言－２　教訓と提言－２　教訓と提言－２　教訓と提言－２　教訓と提言

10－２－１　教訓

(１) プロジェクトへの関係官庁の取り込み

　本プロジェクトの実施機関である農業データセンター（ＣＡＤ）は、農業省内の統計

活動を担当する部署である。ただし、地方における実際の統計データ収集活動は食用作

物の収穫面積統計に関するものは食用作物園芸総局（ＤＧＦＣＨ）傘下の調査員が、単

収統計に関するものは中央統計局（ＣＢＳ）が、水産に関するものは水産総局（ＤＧＦ）

傘下の調査員が行っている。このため、カウンターパートもＣＡＤ以外にＤＧＦＣＨ、

ＤＧＦならびにＣＢＳスタッフを配置してプロジェクト活動を行うこととなった。

　プロジェクトの対象が複数分野にわたる業務（今回の例では食用作物と水産）では、

相手国政府の所轄官庁も複数になる場合が多い。このような場合、いかに関係官庁をプ

ロジェクトに取り込むかがポイントとなる。今回の場合はもともとのカウンターパート
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機関であるＣＡＤは実質的にはＤＧＦＣＨおよびＤＧＦが収集したデータを受け取る位

置づけにあったため、プロジェクトではＤＧＦＣＨとＤＧＦもカウンターパート機関と

して取り込み、両機関のスタッフに研修を行ったものである。さらに1998年からは米の

単収統計がプロジェクト活動に加わったため、農業省の機関以外にもＣＢＳもカウン

ターパート機関として加わった。このような複数官庁からなるプロジェクトユニットを

構成し、それぞれの役割分担を明確にすることがプロジェクト目標の達成に貢献してい

ると考えられる。

(２) 後継者の育成を視野に入れた協力内容

　本プロジェクトの活動は、開発した統計技術を末端の調査員にまで習得させる内容と

なっている。このため、本プロジェクトでは研修の講師の育成まで含めた活動を行って

いる。講師育成を目的とした研修を終了したスタッフは講師として登録され、中央政府

スタッフは州レベルスタッフの、州レベルスタッフは県レベルスタッフの研修講師を務

めている。

　このようにプロジェクト終了後もインドネシア側独自で研修活動が継続可能となるよ

うな体制を整えることは、技術面からみた自立発展性を高めることにもなり、高い効果

が得られるものと判断される。

10－２－２　提言

(１) 短期的提言

１) 全国農業統計改善計画にかかるコスト面での情報整備

　｢米生産量推計モデルプログラム」の定着に向けて、本プロジェクトで開発される収

穫面積統計手法と単収統計手法を全国展開するために、インドネシア側は「全国農業統

計改善計画」を2001年までに策定することとしている。

　当該計画は、予算面も考慮に入れた実現可能性のある計画内容とすることが望まれ

る。このためには、現在インドネシアで用いられている手法と本プロジェクトで導入す

る手法とのコスト面での比較、統計手法の移行期間および移行後の必要予算を算定する

ために必要な情報を、プロジェクト活動の一環として調査・収集することも検討すべき

である。

２) 複数官庁からなるプロジェクトユニットの運営・管理

　プロジェクト前期のカウンターパート機関はＣＡＤ、ＤＧＦＣＨおよびＤＧＦと複数

にわたっていたものの、すべて農業省傘下の機関であった。このため、予算措置も含め
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各局間の連絡も円滑に行われていた。

　｢米生産量推計モデルプログラム」では、農業省以外のカウンターパート機関として

新たにＣＢＳが加わる。円滑なプロジェクト活動を実施するためには、プロジェクト内

でのＣＢＳの役割を明確にするとともに、ＣＡＤ、ＤＧＦＣＨおよびＣＢＳの密接な協

力体制の確立が重要である。

３) 作成された研修教材の活用

　本プロジェクトでは、統計システム確立のために教科書、ビデオなどの研修用教材が

作成された。これらの教材は、統計システムの整備されていない他の途上国でも使用可

能なものである。今後、統計システムの改善にかかるプロジェクト・研修などに関して

は、本プロジェクトで作成された教材の使用も検討することが望まれる。

(２) 長期的提言

１) 地方分権化に対するプロジェクト実施体制の対応

　現在インドネシアでは地方分権化が進められているが、これに伴い中央政府の管轄下

にある統計業務の多くが地方政府へ移管されることになると予想される。本プロジェク

トでは開発した統計手法を全国に展開するための改善計画を策定することとなっている

が、当該計画は地方分権化に伴う統計業務実施体制の変更も考慮した内容とすべきであ

る。

　現時点では地方分権化の詳細な内容までは確定していないが、今後プロジェクトを進

めるうえで定期的に情報収集を行い、その結果をプロジェクトで開発した統計システム

に反映させる体制を確立する必要がある。

２) 二次作物統計に関するインドネシア側への提言の必要性

　現在、プロジェクト活動は米の生産統計に集中しており、二次作物統計に関する活動

は停止している。しかしながら、二次作物統計に利用する方法論は米の調査と基本的に

同じであることから、本プロジェクトで移転された技術をもとにインドネシア側で実施

可能なものと判断される。

　今後２年間のフォローアップ期間中には、プロジェクト活動とは別に、インドネシア

側の二次作物統計に対する方針、活動などをモニターし、停止した上記活動の再開に向

けて必要な提言を行うことも考慮すべきである。
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資　　　料資　　　料資　　　料資　　　料資　　　料

１　合同評価報告書１　合同評価報告書１　合同評価報告書１　合同評価報告書１　合同評価報告書

２　機材リスト（詳細）２　機材リスト（詳細）２　機材リスト（詳細）２　機材リスト（詳細）２　機材リスト（詳細）

３　インプット総括表３　インプット総括表３　インプット総括表３　インプット総括表３　インプット総括表

４４４４４ フォローアップ協力討議議事録（Ｒ／Ｄ）フォローアップ協力討議議事録（Ｒ／Ｄ）フォローアップ協力討議議事録（Ｒ／Ｄ）フォローアップ協力討議議事録（Ｒ／Ｄ）フォローアップ協力討議議事録（Ｒ／Ｄ）

５　フォローアップ協力暫定実施計画（ＴＳＩ）５　フォローアップ協力暫定実施計画（ＴＳＩ）５　フォローアップ協力暫定実施計画（ＴＳＩ）５　フォローアップ協力暫定実施計画（ＴＳＩ）５　フォローアップ協力暫定実施計画（ＴＳＩ）

６　フォローアップ協力ミニッツ（Ｍ／Ｕ）６　フォローアップ協力ミニッツ（Ｍ／Ｕ）６　フォローアップ協力ミニッツ（Ｍ／Ｕ）６　フォローアップ協力ミニッツ（Ｍ／Ｕ）６　フォローアップ協力ミニッツ（Ｍ／Ｕ）

７　メモランダム（７　メモランダム（７　メモランダム（７　メモランダム（７　メモランダム（1998.10.201998.10.201998.10.201998.10.201998.10.20）））））
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